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改正案⽬次

荷主判断基準（基準部分）改正案

Ⅰ エネルギーの使⽤の合理化の基準

１．共通的な取組

（１）取組⽅針の作成とその効果等の把握

（２）輸送効率向上のための措置

（３）準荷主との連携

２．⼤⼝貨物（主にBtoB）

⼤⼝貨物の配送効率向上

３．⼩⼝貨物（主にBtoC）

⼩⼝貨物の配送効率向上

１．共通的な取組
（１）取組⽅針の作成とその効果等の把握
① 取組⽅針の策定

貨物の輸送に係るエネルギーの使⽤の合理化の⽬標に対する取
組⽅針を定める。

② 社内体制の構築
貨物の輸送に係るエネルギーの使⽤の合理化に関し、責任者を

設置し、責任者は、以下の責務を果たす。
ア （１）①に規定する取組⽅針を踏まえてエネルギーの使⽤の合

理化の⽬標の達成のための計画を他の部⾨と調整して取りまとめ、
業務執⾏を決定する機関に当該計画の承認を受ける。

イ アの計画に基づく取組の進捗状況を当該機関に定期的に報告し、
報告を受けた当該機関は必要な指⽰を⾏う。

ウ 貨物の輸送に係るエネルギーの使⽤の合理化に関し、社内研修
を⾏うための体制を整備する。

③ エネルギー使⽤実態等のより正確な把握とその⽅法の定期的確認
ア 貨物の輸送に係るエネルギーの使⽤の実態、エネルギーの使⽤

の合理化に関する取組、当該取組による効果等をより正確に把握
する。

イ エネルギーの使⽤の実態等の把握⽅法について定期的な確認を
⾏い、エネルギーの使⽤の実態等のより適正な把握に努める。

ウ 燃料使⽤量が貨物輸送事業者から提供される場合には、エネル
ギーの使⽤量の算定について、取組の効果がより反映できる燃料
法⼜は燃費法の選択に努める。
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改正案⽬次

荷主判断基準（基準部分）改正案

（２）輸送効率向上のための措置
① 輸送効率を考慮した商品の開発⼜は荷姿の設計等

ア 流通全体の輸送効率を考慮し、商品の開発⼜はその荷姿を設計
する場合には、当該商品の形状⼜はその荷姿の標準化等の⼯夫に
より積み合わせ輸送の容易化を図る。

イ 流通全体の輸送効率を考慮し、製品の開発⼜はその包装資材の
設計を⾏う場合には、当該製品やその包装資材の軽量化⼜は⼩型
化を図る。

② 貨物の輸送距離の短縮
貨物の輸送先及び輸送量に応じて拠点経由⽅式と直送⽅式を使い

分ける。また、ルートごとの標準的な貨物の輸送⼿段を定める等に
より、貨物輸送事業者に対し、貨物の輸送距離の全体を短縮するよ
う発注する。

③ 燃費の向上
出庫時間の調整等により道路混雑時の貨物の輸送を⾒直し、貨物

の輸送の円滑化を図る。
④ 計画的な貨物の輸送

貨物の輸送時間及び貨物の輸送の発注時間の決定⽅法を定め、緊
急な貨物の輸送を回避するよう計画的な貨物の輸送を⾏う。

（３）準荷主との連携
準荷主と調整し、取引単位の⼤規模化等により、貨物の輸送頻度、

納品回数の削減及びリードタイムの⾒直しを実施する。特に、計画
性及び必然性のない多頻度少量輸送及びジャスト・イン・タイム
（曜⽇及び時間指定）の貨物の輸送の⾒直しを⾏う。

Ⅰ エネルギーの使⽤の合理化の基準

１．共通的な取組

（１）取組⽅針の作成とその効果等の把握

（２）輸送効率向上のための措置

（３）準荷主との連携

２．⼤⼝貨物（主にBtoB）

⼤⼝貨物の配送効率向上

３．⼩⼝貨物（主にBtoC）

⼩⼝貨物の配送効率向上
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改正案⽬次

荷主判断基準（基準部分）改正案

Ⅰ エネルギーの使⽤の合理化の基準

１．共通的な取組

（１）取組⽅針の作成とその効果等の把握

（２）輸送効率向上のための措置

（３）準荷主との連携

２．⼤⼝貨物（主にBtoB）

⼤⼝貨物の配送効率向上

３．⼩⼝貨物（主にBtoC）

⼩⼝貨物の配送効率向上

２．⼤⼝貨物（主にBtoB）
⼤⼝貨物の配送効率向上
（１）積載率の向上

① 特に貨物の輸送単位が⼩さい場合には、貨物輸送事業者に対し
積み合わせ輸送を実施するよう発注する。

② 貨物輸送事業者に対し、輸送量に応じた適正⾞種を選択するよ
う発注する。

③ 配送の計画化・平準化に寄与するよう、できるだけ時間的猶予
を確保し発注する

（２）エコドライブの推進
エコドライブ⽀援機器（デジタルタコグラフ等をいう。）の導⼊

に協⼒する。
（３）⾃営転換の推進

⾃営転換（⾃家⽤貨物⾃動⾞から輸送効率のよい事業⽤貨物事業
⾞への輸送の転換を図ることをいう。）を推進する。

（４）モーダルシフト
貨物の適性を踏まえ、鉄道及び船舶の活⽤を推進することにより、

輸送量当たりの貨物の輸送に係るエネルギーの使⽤量を削減する。
（５）輸送機器の⼤型化

⾞両の⼤型化及びトレーラー化並びに船舶の⼤型化その他の⼿段
により、貨物輸送事業者に対し、便数を削減するよう発注する。
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改正案⽬次

荷主判断基準（基準部分）改正案

Ⅰ エネルギーの使⽤の合理化の基準

１．共通的な取組

（１）取組⽅針の作成とその効果等の把握

（２）輸送効率向上のための措置

（３）準荷主との連携

２．⼤⼝貨物（主にBtoB）

⼤⼝貨物の配送効率向上

３．⼩⼝貨物（主にBtoC）

⼩⼝貨物の配送効率向上

３．⼩⼝貨物（主にB to C）
⼩⼝貨物の配送効率向上
（１）再配達の削減

貨物輸送事業者が対応可能な場合は、以下の取組を推進すること。
① 貨物輸送事業者等と連携して、消費者による配達予定⽇時や受取

場所の指定を可能とする。
② 消費者に配達予定⽇時や受取場所の適時適切な通知を⾏うととも

に、消費者の要望に応じてこれらの変更に対応する。
（２）同梱やまとめ送りの促進

消費者に同梱やまとめ送りを促すことで配送効率の向上が⾒込まれ
る場合は、これらを促すための措置を講ずる。
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Ⅱ エネルギーの使⽤の合理化の⽬標及び計画的に取り組むべき措置

１．共通的な取組
（１）取組⽅針の作成及びその効果等の把握

（２）関連インフラの整備

（３）貨物輸送事業者等との連携

（４）環境に配慮した製品開発及び⽣産体制整備

２．⼤⼝貨物（主にBtoB）
⼤⼝貨物の配送効率向上

３．⼩⼝貨物（主にBtoC）
⼩⼝貨物の配送効率向上

改正案⽬次
荷主判断基準（⽬標部分）改正案

１．共通的な取組
（１）取組⽅針の作成及びその効果等の把握
① ⽬標の設定

ア 貨物の輸送に係るエネルギーの使⽤の合理化を進める上での中⻑
期的な⽬標として妥当なエネルギー消費原単位の考え⽅等を検討し、
既に実施している対策を踏まえた⽬標を設定する。

イ 貨物の輸送に係るエネルギーの使⽤の実態、エネルギーの使⽤の
合理化に関する取組、当該取組による効果等を踏まえて⽬標や⽅針
を再検討し、さらに効果的な取組を⾏う。

② 環境管理システムの導⼊
ISO14001で求められるような環境管理システム（取組マニュアル

の整備を含む。）を導⼊する。
③ ⼈員の教育・育成

ア 貨物輸送事業者の従業員に対する教育、研修等の実施に協⼒して、
エコドライブ（無⽤なアイドリングをしないこと（アイドリングス
トップ）、無⽤な空ぶかしをしないこと、急発進及び急加速をしな
いこと、交通の状況に応じた安全な定速⾛⾏に努めること、早めに
⼀段上のギアにシフトアップすること、予知運転により停⽌及び発
進回数を抑制すること、確実な⾞両の点検及び整備を実施すること
並びに過度のエアコンの使⽤を抑制することを通じて、環境に配慮
した⾃動⾞の運転を⾏うことをいう。）を推進する。

イ 貨物輸送事業者によるマニュアルの作成及びその従業員に対する
教育、研修等の実施を通じた⾞両等の整備及び点検（⾞両における
エアクリーナーの清掃及び交換並びにエンジンオイルの適正な選択
及び交換並びにタイヤ空気圧の適正化並びに船舶における船底清掃
等をいう。）の徹底を要請する。

④ サードパーティーロジスティクスの活⽤
サードパーティーロジスティクス（荷主に代わって、最も効率的な

貨物の輸送に係る戦略の企画⽴案、貨物の輸送に係るシステムの構築
の提案等を⾏い、⾼度な貨物の輸送に係るサービスを提供することを
いう。）の効果的な活⽤を図る。

⑤ 国際的な貨物の輸送における取組の促進
国内から海外へもしくは海外から国内へ⼜は海外での輸送に関し、

貨物の輸送に係るエネルギーの使⽤の実態、エネルギーの使⽤の合理
化に関する取組、当該取組による効果等を把握する。
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荷主判断基準（⽬標部分）改正案
（２） 関連インフラの整備
① 物流拠点等の整備

ア 物流施設及び物流拠点について、機械化及び⾃動化並びに施設
間の適正配置及び集約化並びに荷受け並びに仕分け等の業務の効
率化に配慮しつつ、それらを整備する。

イ 交通流の円滑化のために、路上駐停⾞を防⽌するとともに、事
業者、地⽅公共団体等と協⼒して、荷捌き場、駐停⾞場所、運転
⼿控え室及び進⼊出路を整備する。

② 標準化及び情報化の推進
ア 国内物流EDI（電⼦データ交換）標準、出荷・輸送・受荷⼀貫

ラベル、 RFID（無線⾃動識別） 、ネットワーク技術等を利⽤し、
検品、荷役、保管等の簡略化を図る。

イ ⼀貫パレチゼーション（パレットの規格を統⼀し、パレットに
積み付けた貨物の荷姿を崩すことなく、発送から到着の荷卸しま
で⼀貫して移動を完結させることをいう。）を中⼼としたユニッ
トロードシステム化（貨物をある単位にまとめた上で、できるだ
けその単位を崩さず輸送することをいう。）等を推進し、荷役の
簡略化を図る。

ウ 帰り荷の確保に資する求貨求⾞システムを活⽤する。
エ VICS（道路交通情報通信システム）、⾞両動態管理システム等

のシステムを活⽤しつつ、積載効率の向上、効率的な輸送ルート
の選択肢等に資するシステムを開発及び導⼊する。

オ 受発注の業界プラットフォームや共同の配⾞管理システム等を
構築・活⽤し、貨物輸送事業者や協働する荷主、準荷主と受発注
情報や⾞両の位置情報等を共有することで、共同輸送による積載
率や実⾞率の向上を図る。

改正案⽬次

Ⅱ エネルギーの使⽤の合理化の⽬標及び計画的に取り組むべき措置

１．共通的な取組
（１）取組⽅針の作成及びその効果等の把握

（２）関連インフラの整備

（３）貨物輸送事業者等との連携

（４）環境に配慮した製品開発及び⽣産体制整備

２．⼤⼝貨物（主にBtoB）
⼤⼝貨物の配送効率向上

３．⼩⼝貨物（主にBtoC）
⼩⼝貨物の配送効率向上
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荷主判断基準（⽬標部分）改正案

（３）貨物輸送事業者等との連携
① 連携体制の構築

ア 貨物の輸送に係るエネルギーの使⽤の合理化に関する措置につい
て、荷主及び貨物輸送事業者その他の関係者の連携を深めるための
定期的な懇談会の設置、貨物の輸送の効率化のための検討会の設置、
貨物の輸送に関する情報交換の実施等により、関係者の連携及び協
議体制の構築を図る。また、これらの機会（グリーン物流パート
ナーシップ協議も含む。）が設けられた場合には積極的に参画する。

イ 事業者団体を中⼼として、関連業界としての相互理解、啓発等に
⾃主的に取り組む。

② 貨物輸送事業者の活⽤における配慮
環境に配慮している貨物輸送事業者（ISO14001、グリーン経営認

証の取得した貨物輸送事業者をいう。）を選定する。

（４）環境に配慮した製品開発及び⽣産体制整備
① 廃棄物処理やリサイクルを考慮した製品開発

製品使⽤後の廃棄物、リサイクル資源等の貨物の輸送をあらかじめ
考慮した製品開発を⾏う。

② ⽣産体制
ア 貨物の輸送に併せて出庫時間を調整できる⽣産体制を構築する。
イ ⽣産⼯程における障害、遅延、調整、変更等計画どおりの出庫を

阻害する要因についてより早く正確な情報を貨物輸送事業者に提供
し、貨物輸送事業者がそれに対応できるようにするとともに、当該
阻害要因の排除、それが発⽣した場合の影響の低減措置等を講じる。

ウ ⼯場に近い場所から部品等を調達し、貨物の輸送距離を削減する。

改正案⽬次

Ⅱ エネルギーの使⽤の合理化の⽬標及び計画的に取り組むべき措置

１．共通的な取組
（１）取組⽅針の作成及びその効果等の把握

（２）関連インフラの整備

（３）貨物輸送事業者等との連携

（４）環境に配慮した製品開発及び⽣産体制整備

２．⼤⼝貨物（主にBtoB）
⼤⼝貨物の配送効率向上

３．⼩⼝貨物（主にBtoC）
⼩⼝貨物の配送効率向上
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Ⅱ エネルギーの使⽤の合理化の⽬標及び計画的に取り組むべき措置

１．共通的な取組
（１）取組⽅針の作成及びその効果等の把握

（２）関連インフラの整備

（３）貨物輸送事業者等との連携

（４）環境に配慮した製品開発及び⽣産体制整備

２．⼤⼝貨物（主にBtoB）
⼤⼝貨物の配送効率向上

３．⼩⼝貨物（主にBtoC）
⼩⼝貨物の配送効率向上

荷主判断基準（⽬標部分）改正案
改正案⽬次

8

２．⼤⼝貨物（主にB toB）
⼤⼝貨物の配送効率向上
（１）輸送量の平準化や発注の計画化及び平準化の要請

① 輸送量のピーク期間の移動によるその平準化により貨物の輸送効
率を向上させる取組を貨物輸送事業者と連携して実施する。

② 準荷主に発注単位、リードタイム⼜は納品頻度の⾒直しによる発
注の計画化及び平準化を要請する。

（２）商取引の適正化
返品に関わる条件（返品に係る貨物の輸送費等をいう。）の書⾯に

よる透明化等の⼯夫を⾏うことにより、返品に係る貨物の輸送を削減
する。

（３）実⾞率の向上
① 他の荷主との共同輸配送を実施する。
② 納品⾞の帰り便で納⼊先からの回収物を回収するよう発注する等

により、貨物輸送事業者の帰り荷の確保に協⼒する。
（４）荷待ち時間の縮減

予約受付システムの導⼊、事前出荷情報の共有、検品⽅法の⾒直し
（ユニット検品等）や受⼊体制の構築等によって荷待ち時間の縮減を
図る。

（５）低燃費⾞、クリーンエネルギー⾃動⾞等の導⼊・利⽤の促進
低燃費⾞、クリーンエネルギー⾃動⾞等の導⼊に協⼒する。



Ⅱ エネルギーの使⽤の合理化の⽬標及び計画的に取り組むべき措置

１．共通的な取組
（１）取組⽅針の作成及びその効果等の把握

（２）関連インフラの整備

（３）貨物輸送事業者等との連携

（４）環境に配慮した製品開発及び⽣産体制整備

２．⼤⼝貨物（主にBtoB）
⼤⼝貨物の配送効率向上

３．⼩⼝貨物（主にBtoC）
⼩⼝貨物の配送効率向上

荷主判断基準（⽬標部分）改正案

３．⼩⼝貨物（主にBtoC）
⼩⼝貨物の配送効率向上
（１） 貨物の輸送距離の短縮

複数の物流拠点に商品の在庫がある場合は、配達先が決定した段階
で輸送距離が最短となる物流拠点からの出荷を決定する。

（２） 再配達の削減
① 貨物輸送事業者等と連携して、消費者が⾃宅における直接受け取

り以外の受け取りやすい⼿法（例えば、⾃宅や駅等の宅配ボックス、
コンビニエンスストアでの受け取り）を選択可能とする。

② 貨物輸送事業者等と連携し、宅配ボックスの共同利⽤など、宅配
ボックスの普及に向け協⼒する。

③ 再配達を削減するための新たな仕組み（例えば⼀回⽬の配達で受
け取った場合のポイント付与や置き配）を貨物輸送事業者等と連携
して導⼊する。

（３） 返品による輸送の削減
返品に係る必要以上の貨物の輸送を抑制するため、消費者に対して

画像や動画による商品の詳細な情報提供等を⾏う。
（４） 消費者への啓発

消費者が物流コストや物流に係るエネルギーを正しく認識しづらい
状況となっていることを踏まえ、創意⼯夫により、再配達の削減・ま
とめ送りなどの貨物輸送の合理化が省エネルギーに資することを啓発
する。

改正案⽬次
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